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〔原　著〕

在宅介護支援センターにおけるケアマネジメントのあり方
─高齢者虐待問題とケアマネジメント機能を中心に─

福士　尚葵１）、戸来　睦雄２）、大和田　猛１）

抄　　　録
　高齢者虐待防止法は2005年11月1日に採択され、2006年4月1日に施行された。
　これは、高齢者虐待の問題が近年表面化し、重大な社会問題とみなされ始めたことに関連している。
介護保険制度によって創成されたケアマネジメントシステムの機能によって、この問題に対する支援・
予防・援助をどのように実践していくべきなのか、在宅介護支援センターが地域で高齢者の生活支援
に向けたネットワークシステムを構築していくための課題は何なのか、早急に検討されなければなら
ない。
　本稿では、厚生労働省がまとめた「家庭内における高齢者虐待に関する調査」と青森県において行わ
れた高齢者の虐待調査結果を比較しながら全国の実態と青森県の実態にみられる共通性と相違性を検
討し、ケアマネジメントの機能と関連させつつ、在宅介護支援センターにおけるケアマネジメントの
あり方について考察する。
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はじめに

我が国における高齢者虐待の研究は、近年、地方自治
体や研究者、実践者から少しずつ報告が蓄積されてい
る。特に、①我が国の高齢者虐待の定義の策定に関する
研究、②高齢者虐待の現状を明らかにするための調査研
究、③ソーシャルワーク実践としての在宅高齢者虐待並
びに施設入所高齢者虐待の防止と介入、そして支援活動
の一体的・包括的なシステムの整備と支援方法論の研
究、④高齢者虐待への法的基盤整備に関する研究、⑤高
齢者虐待に関わるソーシャルワーカーの専門的教育・訓
練の研究、⑥高齢者虐待問題に関する学際的研究（1）な
どがそれぞれの立場や視点から展開されつつある。
また、田中荘司ら高齢者処遇研究会の「高齢者の福祉

施設における人間関係の調整に関わる総合的研究」や、
高崎絹子、中村興叡らの「高齢者虐待予防の看護支援に
関する研究」、大國美智子ら大阪高齢者虐待研究会の
「在宅高齢者虐待の誘因に関する研究」、大塩まゆみら、

ねたきり予防会の「都市部における家族・親族による高
齢者虐待・放任の早期発見と予防」があり、実態研究を
中心にその結果から現状の分析と課題の整理を行っている。
ところで、O’Malley, T.A., et al.は高齢者虐待の原因

として、①虐待される高齢者が依存状態、すなわち、介
護を要する状態にあること、②家族介護者のストレスが
高いこと、③問題の解決を暴力によって行うという家族
員の存在、④虐待者の個人的問題、⑤エイジズムなどの
否定的な社会の高齢者像の影響などを挙げている（2）。
今日の社会福祉の領域においては、利用者の人間とし
ての尊厳を保障し、自立生活を支え、権利を擁護するた
めの仕組みなどを制度に盛り込み、地域福祉の総合的推
進が主張されている。それにもかかわらず、これまで高
齢者虐待が顕在化しなかった理由は、被虐待者側の要因
と虐待を支援する専門職側の要因がある。被虐待当事者
側の要因は、被虐待者にとっての自覚が薄弱なことや家
族内部の問題を外部にもたらすことへの抵抗感、家族に
身体的、精神的、経済的介護の面で依存をしているため
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第三者に伝えることによる一層ひどい虐待を受けること
への恐怖感、認知症の症状がある高齢者であれば、自分
の置かれている状況を正確に認知することや、第三者に
伝えること自体が困難であることなどが考えられる。
また、専門職側の要因として、虐待の概念が曖昧なこ

と、虐待の問題はしばしば家族介護者と被虐待高齢者の
長い過去の生活史や複雑な家族関係の問題から派生して
おり、家族関係の修復への見通しもつかず、家族への介
入についても権限や境界線が曖昧なこと、さらに専門職
が高齢者虐待に関してのアセスメントや介入についての
研修トレーニング等をほとんど受けていないため、どの
ように対応していいかわからないこと、加えて、児童虐
待の場合は、「児童虐待の防止等に関する法律」があ
り、取り扱う機関も児童相談所と明確であり、児童養護
施設などへの緊急一時保護等が可能であるが、高齢者虐
待の場合は、法制度、取り扱う機関、緊急一時保護等の
場が全く不明確であることなどが高齢者虐待の実態に対
して顕在化しなかった理由として挙げられている（3）。
しかし、平成18年 4 月 1 日から施行された「高齢者

虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法
律」（高齢者虐待防止法）は、高齢者（65歳以上の者）
に対して、家庭における養護者または施設などの職員に
よる、①身体的虐待、②養護や介護放棄（ネグレク
ト）、③心理的虐待（心理的外傷を与えるような言動）、
④性的虐待、⑤経済的虐待、を虐待と定義し、その防止
に向けて家庭や施設などにおける対応システムを盛り込
んでいる。
しかしながら、高齢者の虐待の実態は、地域的にも全

国的にも少しずつ明らかにはされているが、高齢者の保
健、医療、福祉にかかわる専門職からは、「どこからど
こまでが高齢者虐待なのか」、「介入すべきなのはどのよ
うな状態の場合、どこまでどのようにすべきなのか」と
いう苦渋の声があげられている。高齢者虐待の概念は、
統一されていないが、かかる概念を構成しているのは
「高齢者に対する不適切な扱いが行われていること」、
「高齢者が人として尊厳を保てない状態に置かれている
こと。つまり人間らしく生存することが侵されている状
態」である。
近年、高齢者虐待が増加しているが、これらの問題に

ケアマネジメントはどのように対応していくことが望ま
しいのか。介護保険制度は、高齢者の生活支援に向けて
ケアマネジメントシステムを創成し、ケアマネジャーと
いう専門的担い手を誕生させたが、高齢者虐待の問題に
対する支援・予防・援助をどのように実践していくべき
なのか。また、虐待防止・支援・発見システムやこれら
のネットワークシステムを地域で構築していくための課
題は何なのか、早急に検討されなければならない。

そこで本稿では2003年10月末に厚生労働省が「家庭
内における高齢者虐待に関する調査」を医療経済研究機
構に依頼し、その実態をまとめた調査概要（4）（以下全
国調査と略） と青森県において行われた高齢者の虐待調
査結果（5）（以下、青森調査と略）を比較しながら全国の
実態と青森県の実態にみられる共通性と相違性を検討す
る。さらに、在宅介護支援センターにおけるソーシャル
ワーカーの行うケアマネジメント実践を考察の中心に据
えながら、ケアマネジメント機能と関連させつつ、臨床
的・政策的課題を追究することを目的とする。
本研究は、青森県内の居宅介護支援事業所、ヘルパー

ステーション、訪問看護ステーション、合計588ヶ所の
職員に対して、高齢者虐待の実態について自計式郵送調
査を実施した。
居宅介護支援事業所を中心に郵送調査を実施したの

は、いずれの組織も地域で何らかの援助を必要とする高
齢者を対象とし、援助をコーディネートする役割を担っ
ているため、虐待事例を目にする機会が比較的多く、援
助の実状も把握しやすい、と考えたからである。なお、
調査結果の集計データのみ保管してあったものを分析、
考察を加え、今回、論文としてまとめたものである。ま
た、調査実施時期には、在宅介護支援センターという名
称が公的に使用され、現在の「地域包括支援センター」
は登場していなかった。したがって調査実施時期の名称
のまま、考察してあることをおことわりしておく。

本研究における共同研究者の役割は以下の通りである。
〈研究者氏名〉
　福士尚葵【役割分担】集計データの分析、考察の文章

化の素案・原案執筆
　戸来睦雄【役割分担】先行研究の整理、考察の文章化

の修正・校正、考察の全体的吟
味

　大和田猛【役割分担】調査アンケート（既に実施済）
の作成・郵送、研究論文構成、
結論箇所の執筆

倫理的配慮
本研究の調査は「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者

に対する支援等に関する法律」（2005（平成17）年）（略称、
高齢者虐待防止法）が成立した直後、実施されたもので
ある。実施するにあたり、アンケート用紙に調査の目的、
意義、方法、個人情報の徹底管理の約束、データ処理の
数量化・匿名化の約束、データを研究目的以外で使用し
ない、アンケート用紙回収後は集計作業が終了した段階
で、シュレッダーで処理・廃棄すること、調査に協力し
なくてもいかなる不利益にならないこと等を説明した記
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（表２）性別

全国調査 青森調査
男　性 23.6％ 男　性 27％
女　性 76.2％ 女　性 72％

（Ｎ＝1991） （Ｎ＝112）

（表３）要介護度

全国調査 青森調査
1．自立 0.4％ 1．自立
2．要支援 4.2％ 2．要支援 4％
3．要介護 1 21.5％ 3．要介護 1 13％
4．要介護 2 19.7％ 4．要介護 2 21％
5．要介護 3 20.7％ 5．要介護 3 18％
6．要介護 4 18.9％ 6．要介護 4 16％
7．要介護 5 11.8％ 7．要介護 5 25％
8．未申請 0.6％ 8．未申請 1％

（Ｎ＝1991） （Ｎ＝112）

（表４）認知症高齢者の日常生活自立度

全国調査 青森調査
1．認知症なし 17.9％ 1．認知症なし 8％
2．Ⅰランク 20.5％ 2．Ⅰランク 20％
3．Ⅱランク 25.1％ 3．Ⅱランク 25％
4．Ⅲランク 21.1％ 4．Ⅲランク 21％
5．Ⅳランク 9.4％ 5．Ⅳランク 21％
6．Ｍランク 2.2％ 6．Ｍランク 4％
7．不明 3.9％ 7．不明 1％

（Ｎ＝1991） （Ｎ＝112）

述を明示し、アンケート用紙に回答して提出されたこと
をもって、研究に同意・承諾したものとみなした。本稿
はこの上で、保管されていた集計データを今回、分析・
論文化したものである。本研究は、弘前医療福祉大学短
期大学部研究倫理委員会の承認を受けて実施した。

1．調査結果の概要

1）虐待を受けている高齢者本人の状況
①年齢、性別
虐待を受けている高齢者の年齢については、（表 1）
のように、全国調査及び青森調査においても、後期高齢
層に虐待を受けている年齢層が高い比率を示している。
特に、全国調査においても、85歳以上の高齢者が
37.5％、青森調査においては、80代以上の高齢者が62％
と、高年齢層になり、心身機能の自立度が低下していく
年齢層に虐待を受けている高齢者が多いことがわかる。
次に（表 2）性別を見ると、全国調査、青森調査とも、
圧倒的に女性高齢者に（全国調査、76.2％、青森調査、
72％）虐待を受けている高齢者が多い。

②要介護度
虐待を受けている高齢者について、要介護度の状況を

見たものが（表 3）である。全国調査、青森調査とも、
「要支援」から「要介護 5」にわたって、拡散している
ことが理解できる。したがって、要介護度が重い人が虐
待を受けやすい、という短絡的な解釈はできないことが
（表 3）から理解できる。

しかし、「要支援」から「要介護 2」までの層では、
全国調査で45.4％、青森調査で38％となり、「要介護 3」
から「要介護 5」までの層では、全国調査51.4％、青森
調査59％と、やや要介護度が重い高齢者の方が、要介
護度が軽い高齢者よりも虐待を受けている比率が高いこ
とがわかる。

③認知症高齢者の日常生活自立度
（表 4）によって、虐待を受けている認知症高齢者の
日常生活自立度を見てみよう。
「認知症なし」は全国調査で17.9％、青森調査で 8％
という状況である。また、「Ⅰランク」から「M ランク」
までは全国調査、青森調査とも比率が拡散しており、特
定のランクに集中しているわけではない。全国調査、青
森調査とも比較的類似したような数値を示しているが、
「Ⅳランク」、「Mランク」とも、全国調査よりも青森調
査の高齢者の比率が高い。

④世帯の経済状況
高齢者の世帯における経済状況を見たものが（表 5）

であるが、全国調査、青森調査とも、ほぼ類似したよう
な状況を示している。回答項目が同一ではないので、現
象面での解釈は慎重にしなければならないが、青森調査
において、「時々、生活に困ることがある」（22％）、「生
活保護を受給している」（6％）の比率は青森県という
地域の社会経済・雇用状況を反映していることも推測さ
れる。

（表１）年齢

全国調査 青森調査
1．65歳以上75歳未満 19.2％ 1．60代 7％
2．75歳以上85歳未満 43.3％ 2．70代 29％
3．85歳以上95歳未満 34.3％ 3．80代 49％
4．95歳以上 3.2％ 4．90以上 13％

5．不明 2％
（Ｎ＝1991） （Ｎ＝112）
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2）主な虐待者の状況
虐待を受けている高齢者本人の状況を概観してきたの

であるが、次に虐待者の状況を概観してみる。

①高齢者本人との続柄
これまで在宅高齢者の虐待については、同居家族、家

族介護者からの関係性によって生じることが多いことが
指摘されてきた。
（表6）本人との続柄を見ると、全国調査では①息子
（32.1％）、②息子の配偶者（嫁）（20.6％）、③娘（16.3％）、
④夫（11.8％）の順に数値が高いことがわかるが、青森調
査においては、①息子の配偶者（嫁）（37％）、②娘の配偶
者（婿）（22％）、③娘（17％）、④その他（12％）の順に数値
が高くなっている。全国調査、青森調査とも、娘、息子
の配偶者（嫁）の比率は比較的高いが、全国調査に比べて、
夫、妻、息子の比率は青森調査においては相対的に少な
い。特に、全国調査においては、息子（32.1％）であるの
に対し、青森調査では息子（2％）である。看視できない
のは、青森調査において、娘の配偶者（婿）が（22％）と際
立って高い比率を示していることである。

②主な虐待者の年齢、性別
（表7）によって虐待者の年齢層を見てみる。回答項
目が同一ではないので、おおよその傾向を理解する程度
になるが、全国調査では「40代～概ね64歳程度」が
（64.4％）と圧倒的に高い比率を示す。また「概ね65歳以
上」が（27.7％）である。青森調査においては「20代～30
代」が（3％）、「40代」が（17％）、また、向老期を迎える「50
代」が（37％）と最も高い数値を示している。さらに、「60
代～80代」の年齢層も（39％）と高い数値を示している。
（表 8）を見てみると、虐待者の性別は全国調査と青
森調査では大きな相違が見られる。
すなわち、虐待者の性別は、全国調査では男性、女性

ともほぼ同じ比率を示しているが、青森調査において
は、男性（29％）よりも圧倒的に女性（67％）が虐待者
となっていることがわかる。

③同居・別居の状況
（表 9）によって、虐待者と高齢者の同居・別居の状
況を見ると、全国調査では、「高齢者本人と同居」99.7％、
青森調査では、96％とほぼ同じ状況であり、近隣別居の
状況も数値の上では類似している。

（表５）経済状況

全国調査 青森調査
1．余裕がある 19.1％ 1．余裕がある 13％
2．生活に困らない程度 46.9％ 2．生活に困らない程度 45％
3．時々、生活に困ることがある 14.2％ 3．時々、生活に困ることがある 22％
4．常時、生活に困窮している 15.6％ 4．常時、生活に困窮している 6％
5．不明 4.2％ 5．不明 15％

（Ｎ＝1991） （Ｎ＝112）

（表６）本人との続柄

全国調査 青森調査
1．夫 11.8％ 1．夫 1％
2．妻 8.5％ 2．妻
3．息子 32.1％ 3．息子 2％
4．娘 16.3％ 4．娘 17％
5．息子の配偶者（嫁） 20.6％ 5．息子の配偶者（嫁） 37％
6．その他 10.4％ 6．娘の配偶者（婿） 22％
7．不明 0.3％ 7．その他 12％

8．不明 10％
（Ｎ＝1991） （Ｎ＝112）

（表７）主な虐待者の年齢

全国調査 青森調査
1．概ね 40 歳未満 7.4％ 1．20 代 1％
2．40 代～概ね 64 歳程度 64.4％ 2．30 代 2％
3．概ね 65 歳以上 27.7％ 3．40 代 17％
4．不明 0.5％ 4．50 代 37％

5．60 代 22％
6．70 代 12％
7．80 代 5％
8．不明 4％

（Ｎ＝1991） （Ｎ＝112）

（表８）虐待者の性別

全国調査 青森調査
1．男性 49.9％ 1．男性 29％
2．女性 49.8％ 2．女性 67％
3．不明 0.3％ 3．不明 4％

（Ｎ＝1991） （Ｎ＝112）

（表９）同居・別居の状況

全国調査 青森調査
高齢者本人と同居 88.6％ 高齢者本人と同居 85％
高齢者本人と別居 11.4％ 高齢者本人と別居 15％

（Ｎ＝1991） （Ｎ＝112）
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3）虐待の状況
高齢者虐待については、2003年 8 月、日本高齢者虐
待防止学会が設立され、その予防と対策の検討が始めら
れた。また、厚生労働省においても2003年10月高齢者
虐待についての実態を把握するべく、全国の在宅介護支
援センターを通じて、初めて全国調査を実施し、対策や
法整備を検討し始め、その結果2006年 4 月に高齢者虐
待防止法が施行された。今後は、児童や配偶者間の暴力
だけでなく、高齢者への虐待防止を含む、施策を検討
し、家族全体への支援を目指すことが求められている。
高齢者処遇研究会によると、虐待とは「親族などを主

として、高齢者と何らかの人間関係があるものによっ
て、高齢者に加えられた行為で、高齢者の心身に深い傷
を負わせ、高齢者の基本的人権を侵害し、時に犯罪上の
行為」（6）とされている。さらに、寝たきり予防研究会
では、高齢者虐待とは「高齢者の人権を侵害する行為の
すべて」であり、その結果として「高齢者が人として尊
厳を保てない状態に陥ること。つまり、人間らしく生存
することが犯される行為」（7）と定義している。高齢者虐
待の定義については、未だ統一した概念は示されていな
いが、一般的に高齢者虐待の内容は、①身体的暴力によ
る虐待、②心理的、言語的、精神的虐待、③介護などの
日常生活の世話の放棄・放置・放任・拒否、④経済的虐
待、⑤性的暴力による虐待、などが指摘されている。

①虐待の内容（複数回答）
（表10）によって、虐待の内容を見てみると、「介護・
世話の放棄・放任」（全国調査52.4％、青森調査55％）、
「身体的虐待」（全国調査50.0％、青森調査46％）につい
ては、全国調査、青森調査とも大きな相違はない。しか

し、「心理的虐待」（全国調査63.6％、青森調査29％）
は、青森調査の結果に比べて、全国調査に高い比率が認
められ、「性的虐待」（全国調査1.3％、青森調査 0％）
と、やや青森調査の結果よりも全国調査の結果に高い数
値が見られる。また、「経済的虐待」（全国調査22.4％、
青森調査24％）が全国調査の結果よりも青森調査の結
果にやや高い数値が見られる。
虐待の内容について、全国調査の結果は①心理的虐待

（63.6％）、②介護・世話の放棄・放任（52.4％）、③身体
的虐待（50.0％）、④経済的虐待（22.4％）の順に比率が
高いが、一方、青森調査においては、①介護・世話の放
棄・放任（55％）、②身体的虐待（46％）、③心理的虐待
（29％）、④経済的虐待（24％）と、微妙に虐待の内容に
は相違が認められる。
つまり、全国調査においては、「心理的虐待」が圧倒

的に高い比率を示しているのに対し、青森調査の場合に
は、「介護・世話の放棄・放任」に大きな比率の高さが
見られる。

②虐待についての本人の自覚・反応
（表11）は、虐待を受けている本人の自覚・反応につ
いての結果である。回答項目が全国調査と青森調査では
異なるので、一概に分析、比較をすることはできない
が、全国調査では、「自覚がある」（45.2％）とする高齢
者が存在する。青森調査においては、「虐待の事実を隠
す」（12％）、「あきらめている様子」（26％）、「相談や何
らかのサインを送る」（22％）という反応状態を何らか
の自覚があると解釈すると、実に60％にのぼる。つま
り、何らかの自覚はあっても、その事実を隠したり、あ
きらめてしまっていたり、さらには、第三者に相談や何

（表 10）虐待の内容

全国調査 青森調査
1．心理的虐待 63.6％ 1．心理的虐待 29％
2．介護・世話の放棄・放任 52.4％ 2．介護・世話の放棄・放任 55％
3．身体的虐待 50.0％ 3．身体的虐待 46％
4．経済的虐待 22.4％ 4．経済的虐待 24％
5．性的虐待 1.3％ 5．性的虐待 0％

（Ｎ＝1991） （Ｎ＝112）

（表 11）虐待についての本人の自覚・反応

全国調査 青森調査
1．自覚がある 45.2％ 1．虐待の事実を隠す 12％
2．自覚はない 29.8％ 2．あきらめている様子 26％
3．わからない 24.5％ 3．相談や何らかのサインを送る 22％
4．不明 0.5％ 4．無反応 26％

5．その他 12％
6．不明 3％

（Ｎ＝1991） （Ｎ＝112）
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らかのサインを送る、という高齢者が多いと理解できる。

③虐待者の虐待に対する自覚
これまでの高齢者虐待の調査研究報告などを見ても、

多くの調査研究報告においては、虐待者が高齢者に対し
て行っている行為が「虐待である」という自覚はあまり
ないことが指摘されている。（8）

（表12）によって、虐待者の虐待に対する自覚の状況
を見ると、全国調査では「自覚がある」（24.7％）、「自覚
はない」（54.1％）という結果である。青森調査において
は、「明確にある」（16％）と「少しはある」（22％）の合
計値が38％であり、「ほとんどない」（32％）、「まった
くない」（10％）の合計値は42％である。このことから
全国調査、青森調査とも、「虐待者の虐待に対する自覚
はない」人の比率がかなり高いことが理解される。

④高齢者からの虐待についての意思表示
（表13）によって、本人からの意思表示の結果を見て
みる。ただし、青森調査においては、虐待についての本
人の自覚・反応と同一の形で尋ねているので、（表11）
の再掲として分析する。
全国調査においては、「話す、または何らかのサイン

がある」（49.3％）、「隠そうとする」（12.1％）と過半数の
ものが何らかの意思表示を示していることがわかる。「何
の反応もしない」高齢者は（30.2％）である。これに対
し、青森調査においては、「相談や何らかのサインを送る」
（22％）であり、「あきらめている様子」（26％）のような

状況である。「虐待の事実を隠す」（12％）は全国調査の
結果とほぼ同じである。また、「無反応」（26％）の数値
も全国調査の結果と類似している。

⑤高齢者の虐待についての反応要因
次に、高齢者の虐待についての反応要因を（表14）

によって見てみる。全国調査ではこのような質問項目や
回答項目がないので、青森調査の結果のみを検討する。
①認知症のために理解できない（25％）が最も多く、

②虐待をしている介護者に知られると怖い（17％）、③
世間体があるので知られたくない（10％）、④相談の方
法や人がいない、わからない（8％）、⑤他人に迷惑をか
けたくない（7％）という結果である。虐待という問題
は、その事実関係の確認が微妙で難しいことである。例
えば、被害妄想の高齢者が虐待を受けていると話して
も、それが本当に事実なのかは判断できない場合もある。
しかし、「虐待をしている介護者に知られたくない、怖
い」、「世間体があるので知られたくない」、「他人に迷惑
をかけたくない」ために、事実を隠そうとする高齢者は
34％にのぼる。また、「相談の方法や人がいない、わか
らない」高齢者も 8％存在する。いかに、介護者を恐れ
ているか、また、世間体を気にしているか、身近に相談
する人がいないかがわかる。地域の中で自立生活の支援
を理念としてサービスの提供を行っている、様々な専門
職種はこのような被虐待高齢者に、どのように介入して
いけばよいのだろうか。

（表 12）虐待者の虐待に対する自覚

全国調査 青森調査
1．自覚がある 24.7％ 1．明確にある 16％
2．自覚はない 54.1％ 2．少しはある 22％
3．わからない 20.4％ 3．ほとんどない 32％
4．不明 0.8％ 4．まったくない 10％

5．わからない 20％
6．不明 0％

（Ｎ＝1991） （Ｎ＝112）

（表 14）高齢者の虐待についての反応要因

全国調査 青森調査

1．知られたくない・怖い 17％
2．世間体があるので隠したい 10％
3．相談の方法や人がいない、

　わからない 8％

4．認知症のため理解できない 25％
5．他人に迷惑をかけたくない 7％
6．わからない 21％
7．その他 13％

（Ｎ＝112）

（表 13）本人からの意思表示

全国調査 青森調査
1．話す、または何らかのサインがある 49.3％ 1．虐待の事実を隠す 12％
2．隠そうとする 12.1％ 2．あきらめている様子 26％
3．何の反応もしない 30.2％ 3．相談や何らかのサインを送る 22％
4．わからない 7.3％ 4．無反応 26％
5．不明 1.1％ 5．その他 12％

6．不明 3％
（Ｎ＝1991） （Ｎ＝112）



－ 17 －

⑥虐待の発生の要因と考えられること
次に、（表15）によって、虐待発生の要因を見てみる。
全国調査の結果においては、①虐待者の性格や人格
（50.1％）、②高齢者本人と虐待者の人間関係（48.0％）、
③高齢者本人の性格や人格（38.5％）、④虐待者の介護
疲れ（37.2％）、⑤高齢者本人の認知症による言動の混
乱（37.0％）、⑥高齢者本人の身体的自立度の低さ
（30.4％）、⑦高齢者本人の排泄介助の困難さ（25.4％）、
⑧配偶者や家族・親族の無関心（25.1％）などとなって
おり、「経済的困窮」や「経済的利害関係」も合計する
と34.3％となる。一方、青森調査の結果では、①介護に
よるストレス、精神的苦痛、不安（48％）、②介護者の
性格（46％）、③高齢者本人と虐待者の過去の人間関係
（34％）、④介護者が身体的に大変なこと（33％）、⑤経
済的困窮（26％）、⑥失業・別居・離婚・借金等の生活
問題（21％）、⑦配偶者や家族・親族の無関心（21％）、
⑧介護者自身の疾病・障害（20％）などとなっており、
「経済的困窮」や「失業・別居・離婚・借金等の生活問題」
の合計値は47％となる。全国調査と青森調査では、大
きな相違点はないが、共通して類推できることは、①高
齢者本人と虐待者との人間関係、②虐待者の性格や人
格、③高齢者本人の性格や人格、④認知症や身体的自立

度の低さなどによる介護ストレス・精神的苦痛、⑤経済
的困窮や生活問題、⑥配偶者や家族・親族の無関心など
の要因が相乗して虐待発生を生み出していると考えられる。

4）関係機関のかかわり
①虐待の発見、気付きの状況
次に、（表16）によって、関係機関がどのような契機

で虐待の発見または疑いを持ったのかについての結果を
見てみよう。全国調査によれば、①担当ケアマネジャー
自身による気付き（27.8％）、②担当ケアマネジャー以
外の機関職員の気づき・連絡（19.2％）、③本人からの
申告（15.6％）、④他機関からの情報連絡（10.3％）、⑤
高齢者本人の家族や親族からの申告（9.8％）などと
なっている。
青森調査においては、訪問看護師やホームヘルパー、

デイサービス、ショートステイサービスなどの①サービ
ス提供中（38％）、②ケアマネジャーなどの定期訪問時
（24％）、③認定調査時（10％）、④その他（本人からの
申告、消防署からの連絡、心配事相談所に来所等）
（7％）、⑤民生委員や電話相談、保健福祉関係者、近隣
住民・ボランティアなどからの連絡（15％）となっている。
このように見ると、ホームヘルパーや訪問看護師、保

（表 15）虐待発生の要因

（表 16）虐待を知った契機

全国調査（複数回答） 青森調査（複数回答）
1．虐待者の性格や人格 50.1％ 1．介護によるストレス、精神的苦痛、不安 48％
2．高齢者本人と虐待者本人の人間関係 48.0％ 2．介護者の性格 46％
3．高齢者本人の性格や人格 38.5％ 3．高齢者本人と虐待者本人の過去の人間関係 34％
4．虐待者の介護疲れ 37.2％ 4．介護者が身体的に大変なこと 33％
5．高齢者本人の認知症による言動の混乱 37.0％ 5．経済的困窮 26％
6．高齢者本人の身体的自立度の低さ 30.4％ 6．失業・別居・離婚・借金等の生活問題 21％
7．高齢者本人の排泄介助の困難さ 25.4％ 7．配偶者や家族・親族の無関心 21％
8．配偶者や家族・親族の無関心 25.1％ 8．介護者の疾病・障害 20％
9．経済的困窮 22.4％ 9．家族・地域からの孤立 9％
10．経済的利害関係 11.9％ 10．サービスがない、相談窓口を知らない 2％

（Ｎ＝1991） （Ｎ＝112）

全国調査（複数回答） 青森調査
1．担当ケアマネジャー自身による気付き
2．担当ケアマネジャー以外の機関職員の気付き・連絡
3．本人からの申告
4．他機関からの情報連絡
5．高齢者本人の家族や親族からの申告
6．虐待をしている人からの申告
7．民生委員からの連絡
8．住民からの連絡・通報

27.8％
19.2％
15.6％
10.3％
9.8％
7.4％
1.1％
0.9％

1．サービス提供中
2．定期訪問時
3．認定調査時
4．その他（本人からの申告、消防署からの連絡、
　 心配事相談所に来所等）
5．民生委員からの情報提供
6．電話相談
7．保健福祉関係者からの連絡
8．近隣住民・ボランティア等から
9．ケアマネジャーから
10．行政機関から

38％
24％
10％
7％

4％
4％
4％
3％
3％
1％

（Ｎ＝1991） （Ｎ＝112）
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健師、デイサービスやショートステイなどのサービス提
供中に虐待の発見や気付きが多いことが理解できる。ま
た、ケアマネジャーなどによる定期訪問時における気付
きや連絡網が虐待を知る契機に大きな役割を果たしてい
ることがわかる。さらに、関係機関や人からの情報提供
や連絡なども虐待発見に大きな役割を果たしていること
がわかる。
しかし、高齢者虐待の場合には、高齢者本人が、「世間
体が悪い」、「みっともない」、「家の恥」、「恥ずかしい」、
「第三者にこのことを知られると、益々虐待を受ける」、
「認知症などで知的能力や意思表現能力が低下」等の理
由から、虐待を受けているという事実を訴えたり、援助
を求めたりするよりも、隠そうする傾向もある。従っ
て、専門職は民生委員や近隣住民と連携を深め、高齢者
の身体的な状況、心理的状況、介護者の状況などをしっ
かり観察し、虐待の兆候を発見することが必要である。

②現在の対応状況
それでは、虐待を発見し、疑いを持った場合、どのよ

うに対応しているのかの現在の状況を（表17）によっ
て見てみる。回答項目は全国調査と青森調査では異なる
ので、大雑把にしか検討できないが、全国調査の結果で
は、①現在、改善にむけて取り組んでいる（51.8％）、②

問題の虐待行為は見られなくなった（22.0％）、③現在の
ところ改善に向けた取り組みは行われていない（14.9％）、
④虐待行為継続のまま死亡（6.1％）のようである。
青森調査の結果では、①定期訪問で様子を見る（69％）、

②関係機関に情報提供し、様子を見る（67％）、③所属
機関の職員より情報を得る（57％）、④民生委員や相談
協力員から情報を得る（44％）、⑤本人への確認（41％）、
⑥地域ケア会議やカンファレンスの実施（38％）、⑦地
域ケア会議への報告（34％）、⑧家族への確認（33％）、
⑨市町村への報告（22％）、⑩地域福祉権利擁護事業の
活用・成年後見制度の活用（16％）などとなっている。
高齢者虐待が「高齢者の人権を侵害する行為」であり、

「高齢者が人として尊厳を保てない状態に陥ること。つ
まり人間らしく生存することが犯される行為」（9）である
ならば、虐待が発見され、その疑いが専門職によってもた
れた場合、早急に具体的な介入や改善に向けて取り組みが
行われなければならない。しかし、虐待という問題は、在
宅高齢者の場合、私的家族空間の中で密室の中でしばしば
行われる行為であり、慎重な対応も一方で求められるがゆ
えに、ひとまず、「様子を見たり、関係機関に情報提供を
したり、情報収集に努めたり、本人や家族への確認作業を
行ったり」することによって具体的な援助や支援が必要と
される。しかし、全国調査においても、青森調査において

（表 17）現在の対応状況

（表 18）援助した結果の状況

全国調査 青森調査（複数回答）
1．現在、改善に向けて取り組んでいる 51.8％ 1．定期訪問で様子を見る 69％
2．問題の虐待行為は見られなくなった 22.0％ 2．関係機関に情報提供し、様子を見る 67％
3．現在のところは改善に向けて取り組みは行われていない 14.9％ 3．所属機関の職員より情報を得る 57％
4．虐待行為継続のまま死亡 6.1％ 4．民生委員や相談協力員から情報を得る 44％

5．本人への確認 41％
6．地域ケア会議やカンファレンスの実施 38％
7．地域ケア会議への報告 34％
8．家族への確認 33％
9．市町村への報告 22％
10．地域福祉権利擁護事業の活用・成年後見制度の活用 16％
11．保健所への通報 8％
12．警察への連絡 3％

（Ｎ＝1991） （Ｎ＝112）

全国調査 青森調査
1．特に入院、入所サービスは利用しない
2．病院に入院した
3．入所・入院の手続き中、または待機中
4．老人保健施設に入所した
5．特別養護老人ホームに措置以外で入所した
6．措置で特別養護老人ホームまたは養護老人ホームに
　 入所した

26.3％
14.6％
12.9％
8.0％
5.6％
1.9％

1．在宅生活を継続しており、以前よりは状況が改善
 　されたが、十分ではない
2．在宅生活を継続しており、以前と状況は変わらない
3．施設入所により状況が改善された
4．施設入所により以前よりは状況が改善された。
　 しかし、家族との関係は不十分
5．在宅生活が継続でき、状況が改善された
6．施設入所となったが、状況は改善されない

38％

21％
15％
13％

5％
3％

（Ｎ＝1991） （Ｎ＝112）
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（表 19）問題解決のために行った働きかけ

全国調査（複数回答） 青森調査
1．虐待者の介護負担軽減のためにサービスの利用を勧めた 63.5％
2．虐待者の気持ちの理解に努めた 58.4％
3．虐待者の相談に十分に乗った 41.0％
4．虐待者以外の親族へ理解を求めた 36.4％
5．（一時的な）分離を勧めた 29.4％
6．虐待者への説得を行った 21.4％
7．専門家による相談を勧めた 9.9％
8．介護教室や介護家族団体へ参加を推薦した 7.7％
9．見守るしかなかった 6.3％
10．その他 5.3％
11．特に何もしていない 1.3％

（Ｎ＝1991）

も、虐待行為継続のまま死亡するという痛ましい結果は社
会的殺人と言っても過言ではないだろう。

③援助した結果の状況
（表18）によって、援助した結果の状況を見てみる。
全国調査と青森調査では、回答項目に相違があるので、
一概に比較検討することは困難である。
全国調査では、①とくに入院、入所サービスは利用し

ない（26.3％）、②病院に入院した（14.6％）、③入所・
入院の手続き中、または待機中（12.9％）、④老人保健
施設に入所した（8.0％）、⑤特別養護老人ホームに措置
以外で入所した（5.6％）、⑥措置で特別養護老人ホーム
または養護老人ホームに入所した（1.9％）という結果
である。全国調査の特色は、ひとまず病院、老人保健施
設、特別養護老人ホーム、養護老人ホームなどに入所さ
せ、家族分離をはかることが緊急避難措置として考慮さ
れていることである。しかし、青森調査の結果では、
「施設入所により状況が改善された」（15％）、「施設入所
により以前よりは状況が改善された。しかし、家族との
関係は不十分」（13％）と、施設入所により、多かれ少
なかれ状況が改善されたとするのは28％に過ぎない。
青森調査においては、「在宅生活を継続しており、以前
よりは状況が改善されたが、十分ではない」（38％）、
「在宅生活が継続でき、状況が改善された」（5％）と、
在宅生活を継続したまま、支援により多少改善されたも
のが43％である。しかし、「在宅生活を継続しており、
以前と状況は変わらない」（21％）ものの比率は高い。
また、「施設入所とはなったが、状況は改善されない」
とするものも（3％）存在する。

④問題解決のために行なった虐待者への働きかけ
それでは、問題解決のために虐待者へどのような働き

かけを行ったのかを全国調査の結果から（表19）に
よって見てみる。青森調査ではこのような質問項目や回
答項目がないため、比較検討はできない。

全国調査の結果によれば、①虐待者の介護負担軽減の
ためにサービスの利用を勧めた（63.5％）、②虐待者の
気持ちの理解に努めた（58.4％）、③虐待者の相談に十
分に乗った（41.0％）、④虐待者以外の親族に理解を求
めた（36.4％）、⑤（一時的な）分離を勧めた（29.4％）
などの働きかけが高い比率を示している。しかし、「見
守るしかなかった」とするものも6.3％存在し、また、
「特に何もしていない」と回答したものも1.3％存在す
る。「見守るしかない」、「特に何もできない」のは高齢
者虐待問題の対応の困難さ、介入方法の困難さなどにあ
るものと思われる。

⑤対応の困難さ、援助上困難であった点
高齢者虐待には、児童の虐待や配偶者間暴力とは異な

り、高齢者を取り巻く世代間の家族生活、親子関係、夫
婦関係、嫁姑関係、近隣住民との関係等、多様な人間関
係がからむこと、また、虐待の要因も単純な介護負担の
原因としての疾病や老人性認知症などの健康上の問題だ
けではなく、心理的・家族的・経済的・法律的・社会的
な問題などが様々な形で関連している。また、不適切な
ケアと虐待を判断する基準が不明確なこと、プライバ
シーの問題などが絡むことなどによって、虐待高齢者へ
の対応の困難さは以前から指摘されていた。
（表20）によって、対応の困難さ、援助上困難であっ
た点を全国調査と青森調査の結果によって概況を見てみ
る。
全国調査の結果においては、①虐待をしている人が介

入を拒む（38.2％）、②自分がどのようにかかわればよ
いか、技術的に難しかった（33.6％）、③自分がどのよ
うにかかわればよいか、立場上難しかった（30.3％）、
④経済的理由でサービス利用を増やすのが困難だった
（26.8％）、⑤緊急避難的な期間や施設がなかった
（15.2％）、⑥高齢者本人が介入を拒む（14.5％）、⑦主導
的にかかわる人がわからなかった（13.4％）などのよう
な状況である。
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（表 20）対応の困難さ、援助上困難であった点

全国調査（複数回答） 青森調査
1．虐待をしている人が介入を拒む
2．自分がどのように関わればよいか、技術的に難しかった
3．自分がどのように関わればよいか、立場的に難しかった
4．経済的理由でサービス利用を増やすのが困難だった
5．緊急避難的な機関や施設がなかった
6．高齢者本人が介入を拒む
7．主導的にかかわる人がわからなかった
8．虐待対応専門スタッフがいなかった
9．関連機関との連携が難しかった
10．その他の家族が介入を拒む
11．援助するためのサービスが不足

38.2％
33.6％
30.3％
26.8％
15.2％
14.5％
13.4％
12.5％
9.5％
9.0％
4.6％

1．虐待している人の性格や精神的問題
2．家族、本人との信頼関係構築が難しい
3．援助する側が介入する程度や内容の権限がわからない
4．高齢者虐待について解決に必要なサービスの不足や
　 サービスの限界がある
5．援助する側が高齢者虐待に対してどのように
　 対応すればよいか方法や技術がわからない
6．関係機関との連携が難しい
7．同僚や職場の支援体制が十分でない
8．地域が無関心・無理解である

72％
42％
29％
23％

13％

6％
4％
4％
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一方、青森調査の結果においては、①虐待している人
の性格や精神的問題（72％）、②家族、本人との信頼関
係構築が難しい（42％）、③援助する側が介入する程度
や内容の権限がわからない（29％）、④高齢者虐待につ
いて解決に必要なサービスの不足やサービスの限界があ
る（23％）、⑤援助する側が高齢者虐待に対してどのよう
に援助すればよいか方法や技術がわからない（13％）、
⑥関係機関との連携が難しい（6％）、⑦同僚や職場の
支援体制が十分でない（4％）などの状況である。
全国調査及び青森調査の結果から、虐待高齢者に対し

ての対応の困難さは、①虐待している人の性格や精神的
問題、援助介入を拒否すること、②援助する側が介入す
る程度や権限など、立場上・技術上難しいこと、③高齢
者虐待について緊急避難的なサービスや社会資源の不
足、④虐待対応専門スタッフなど、主導的にかかわる人の
不足や関係機関との連携の困難さなどが明らかになった。

5）虐待高齢者支援のための体制
①すでに行なわれている取り組み
虐待高齢者支援のための体制として、すでに行われて

いる取り組みにはどのようなものがあるかを（表21）
によって見てみる。このような質問は青森調査において
は尋ねていないので、全国調査のみの回答結果を見てみ
る。

高齢者虐待に対応するための市区町村の独自の取り組
みについては、「相談窓口の設置」（6％）、「緊急対応型
ショートステイ事業」（3.1％）、「事業者への研修会・勉
強会の開催」（1.6％）、「虐待対応のネットワーク化」
（0.6％）、「市民への啓発活動」（0.5％）、「虐待対応マ
ニュアルの作成」（0.1％）などのようであり、まだまだ
その取り組みは消極的であり、少ないと言わざるを得ない。

②虐待高齢者支援のための体制や制度の要望
　（表22）によって、虐待されている高齢者支援のため
の体制や制度の要望について見てみる。このような質問
項目は全国調査にはないので、青森調査の結果のみを概
観する。
青森調査の結果、①緊急一時保護制度（41％）、②通

報受理機関の設置（36％）、③サポートネットワーク作
り（28％）、④虐待問題に介入する権限の明確化（28％）
などが高い比率を示し、次いで、⑤在宅サービスの充実
（20％）、⑥地域ケア会議の充実（19％）、⑦通報義務制
度の確立と通報義務を怠った人への罰則（19％）、⑧地
域住民への啓発・広報（15％）、⑨通報者の守秘義務、
保護制度（14％）、⑩虐待防止組織の設立（14％）、⑪各
専門職への研修（14％）、⑫社会全体への啓発（13％）、
⑬施設サービスの充実（9％）という結果である。この
ように虐待高齢者の支援のために緊急に必要なことは、

（表 21）すでに行われている取り組み

全国調査（複数回答） 青森調査
1．相談窓口の設置 6.0％
2．緊急対応型ショートステイ事業 3.1％
3．事業者への研修会・勉強会の開催 1.6％
4．虐待対応のネットワーク化 0.6％
5．市民への啓発活動 0.5％
6．虐待対応マニュアルの作成 0.1％

（Ｎ＝1991）
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（表 22）虐待高齢者支援のための体制や制度の要望

全国調査 青森調査（複数回答）

1．緊急一時保護制度 41％
2．通報受理機関の設置 36％
3．サポートネットワーク作り 28％
4．虐待問題に介入する権限の明確化 28％
5．在宅サービスの充実 20％
6．地域ケア会議の充実 19％
7．通報義務制度の確立と通報義務を怠った人への罰則 19％
8．地域住民への啓発・広報 15％
9．通報者の守秘義務、保護制度 14％
10．虐待防止組織の設立 14％
11．各専門職への研修 14％
12．社会全体の啓発 13％
13．施設サービスの充実 9％
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「緊急一時保護制度、通報受理機関の設置、虐待防止や
救済のためのネットワーク作り、援助専門職の介入権限
や介入マニュアルの明確化、在宅サービスの充実、地域
ケア会議の充実、通報義務制度の確立と通報義務を怠っ
た専門職への罰則などが必要である」とサービス実践者
は考えていることがわかる。

2．在宅介護支援センターにおけるケアマネジメント実践

1）在宅介護支援センターとソーシャルワーク
　在宅介護支援センター事業は、1990年度から始まり、
従来の施設福祉から在宅福祉への施策の転換の中で大き
な期待をもって制度化された。在宅介護支援センター事
業が開始された当時の事業目的は、「事業実施要綱」に
よれば、「在宅の寝たきり老人等の介護者などに対し、
在宅介護に関する総合的な相談に応じ、在宅の寝たきり
老人等及びその介護者の介護に関するニーズに対応した
各種の保健、福祉のサービスが、総合的に受けられるよ
うに市町村など関係行政機関、サービス実施機関などと
の連絡調整等の便宜を供与し、もって、地域の要介護老
人及びその家族の福祉の向上を図ること」であった。
この事業目的のために、盛り込まれた事業内容は、

ア）要介護高齢者の実態把握、保健福祉サービスに関す
る広報・啓発、イ）在宅介護に関する総合的な相談助
言、ウ）保健福祉サービスの利用申請手続きの便宜供
与、サービス適用の調整、エ）介護ニーズなどの評価と
処遇のあり方についての資料の作成、オ）訪問による在
宅介護方法などの指導・助言、カ）介護機器の展示と紹
介、使用方法などの相談・助言、介護のための住宅改造
などの相談・助言などである。
つまり、在宅介護支援センターは、当初から、ア）、

イ）の実態把握や総合相談、ウ）、エ）のケアマネジメ

ント、オ）、カ）の個別援助活動という大きく 3 種類に
分けられる活動を総合的に実践するというジェネラリス
ト・ソーシャルワークの展開を目的として、出発したと
言える。しかも、支援センター事業は、ゴールドプラン
という在宅サービスの飛躍的な発展・整備を主目標とし
た政策の一環として創設されたので、ニーズとサービス
を効果的に結び付けるというケアマネジメントの実践が
特に期待されていたと考えられる。
しかし、1997年に介護保険法が成立すると、国や地

方自治体はそれまで高齢者のソーシャルワークを実践し
てきた支援センターに居宅介護支援事業者の指定を受け
ることを強力に求め、介護保険の実施年である2000年
には、支援センター職員の多くが介護支援専門員として
介護保険下のケアマネジメントに忙殺されることになっ
た。
同時に、介護保険が始まると、厚生労働省は「在宅介

護支援センター事業運営等実施要綱」を大きく変更し、
1998年に定めた「標準型」「単独型」を「地域型」とい
う名称の下に統一した。同時に、民間組織に対する基礎
自治体の統括、指導、管理役割を強化するため、地域ケ
アの要として「基幹型」支援センターを創設した。基幹
型支援センターには、居宅サービス事業所及び居宅介護
支援事業所の指導・支援が加わり、2002年からは、ケ
アマネジメントリーダー活動支援事業が実施されている。
このように、在宅介護支援センターと職員の業務自体

が介護保険の創設によって大きく揺さぶられ、変化し
た。この結果、介護保険制度の中で、在宅介護支援セン
ター自体や介護支援専門員の資格を有する職員の業務が
ケアマネジメントに集約されることになった。
このケアマネジメントという概念は、取り立てて新し

い概念ではなく、すでに早くからソーシャルワーク実践
の一つの方法として使われてきたことを指摘する人も少な
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くない。例えば、ミラーはケアマネジメントを「ソーシャ
ルワーク専門職の歴史の一部」と表現している。（10）

我が国においてケアマネジメントという概念は、あた
かも2000年 4 月以降の公的介護保険制度の導入ととも
に新たに打ち出されたものであるかのように、一般には
認識されている。ケアマネジメントの枠組みを考えると
き、その源流の一つは、ソーシャルワークにあるとされ
る。とりわけ、ソーシャルワークの基礎であるケース
ワークの理論を科学化したメアリー・リッチモンドの枠
組みを近代的にしたのがケアマネジメントであるとさえ
言われている。
全米ソーシャルワーカー協会によれば、ソーシャル

ワークとは、「個人、集団、コミュニティが社会で機能
する能力や自ら好ましいと思うゴールを達成できる社会
環境を作り出す能力を高めるため、もしくは再構築する
ために、個人、集団、コミュニティを援助する専門的な
活動である」（NASW、1973）といわれている。つま
り、ソーシャルワークは、個人の様々な生活問題の解決
のために、包括的、全体的な生活支援サービスを行うた
めに、多岐にわたる機能を果たしながら、個人と環境の
相互作用に視点の中心軸を置くのである。
したがって、ソーシャルワークは、個々人、家族、地

域社会に対して、介入し、変化を促進していくものであ
る。このエコロジカル・アプローチは、すべてのソー
シャルワーク実践の基礎となっており、ケアマネジメン
ト実践においても重複するものである。ケアマネジメン
トが円滑に実施され、利用者の在宅生活を支援していく
ためには、ケアマネジメント実践とケアマネジメントシ
ステムが必要であるとされている。

2）ケアマネジメント機能とアドボケイト
　ケアマネジメントは、援助の必要な個々の人々の生活
ニーズ解決のために、また、個々人の生活の維持向上を
図るために生活の総合的なアセスメントを行い、その上
で具体的な支援計画を策定し、本人や家族の意向を最大
限尊重しながら、その計画に沿って様々なサービスを提
供し、そのためのサポートネットワークを形成すること
が重要なプロセスになる。そのために、ケアマネジメン
トは、1.促進者、2.問題解決者、3.仲介者、4.計画者、
5.サービスの組織者、6.モニター者、7.連携者など、多
岐にわたる機能を発揮することが求められている。ケア
マネジメントとは、要援護者と社会資源を結び付けるこ
とによって、要援護者の地域社会での生活を支援してい
くことである。しかし、それだけではなく、ケアマネジ
メントは生活主体者の自己実現や生活の質を高めること
をねらいとしている以上、ケアマネジャーは単なる要援
護者と社会資源を調整するだけではなく、要援護者に対

して、弁護的（アドボケイト）機能が求められることに
なる。したがって、ケアマネジメントの機能は、アセス
メント機能と調整（コーディネート）機能、弁護的（ア
ドボケイト）機能が中核となると理解される。
ケアマネジメントの中核機能であるアセスメント機能
は、要援護者の生活状況を把握し、それをもとに生活し
ていく上で困るニーズを導き出すことである。そのた
め、ケアマネジャーは要援護者本人の主訴を中心にし
て、身体機能状況、精神心理状況、社会環境状況を明ら
かにし、それらの関係性の中からニーズを導き出すこと
になる。そのためのツールがアセスメント表であり、こ
こには要援護者の生活の全体状況やニーズがバランスよ
く含まれなければならない。
もう一つの中核機能である調整機能は、アセスメント
機能で明らかになった要援護者のニーズと社会資源が結
び付くよう計画をし、実施することである。この機能は
ケアプランを作成し、実施することに相当し、この結
果、要援護者の在宅生活を可能にさせるだけでなく、よ
り質の高い計画を作成・実施することで、要援護者の生
活の質を向上させることにつながっていく。
さらに、ケアマネジメントの中核機能であるアドボケ
イトは、自己の生活ニーズを表明したり、権利や利益を
主張することの困難な利用者に代わって、その生活と権
利を守るために、行政・制度や社会福祉に関する機関、
サービス供給主体などに対して制度や対応の変革を求め
るために行う専門的な活動のことを意味している。アド
ボケイトを必要とする具体的な問題状況は、虐待、財産
管理、ケア、自己決定といった場面において顕著に見ら
れる。

3）高齢者虐待問題と在宅介護支援センターの役割
前述したように、高齢者虐待の問題は、全国調査の結
果と青森調査の結果を見ても、共通して次のような特色
があることが示唆された。
①虐待を受けている高齢者は後期高齢層に多く、また、
女性に多い。
②虐待を受けている高齢者は要介護度が高く、日常生活
自立度が低い者が多い。
③虐待を受けている高齢者の大半は、隠そうとしたりあ
きらめたり何の反応もしない者が多い。
④虐待の種類として、介護・世話の放棄・放任、身体的
虐待、心理的虐待の比率が高い。
⑤虐待をしている者の自覚については、ほとんどない者
が圧倒的に多い。
⑥虐待発生の要因として、ア）高齢者本人と虐待者との
過去の人間関係、イ）虐待者の性格や人格、ウ）高齢
者本人の性格や人格、エ）介護によるストレス、介護
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疲れ、オ）高齢者本人の行動障害、カ）経済的困窮等
が高い数値を示している。

⑦虐待問題に対する援助者の介入権限や程度が不明確
⑧高齢者虐待について緊急避難的なサービス資源の不足
⑨虐待高齢者支援のための体制づくりとして、ア）緊急
一時保護制度、イ）通報受理機関の設置、ウ）サポー
トネットワーク作り、エ）地域ケア会議の充実、オ）
一般市民への啓発、教育などが緊急に必要である。
高齢者虐待には、児童虐待や配偶者間暴力とは異な

り、高齢者と虐待者との過去の様々な長い人間関係や両
者の性格や人格が大きな影響を持っていること。それに
は親子・夫婦、嫁姑関係、兄弟姉妹関係など多様な人間
関係がからむこと、さらに、虐待の要因も単純な介護負
担の問題や認知症による行動障害・健康上の問題だけで
はなく、心理的、家族的、経済的、社会的な多岐にわた
る問題が、様々な形で関連している。（11）

基幹型在宅介護支援センター、地域型在宅介護支援セ
ンターにおいては、虐待発見、予防、対応システムの確
立や社会資源の整備などの取り組みが強く期待される。
虐待発見が本人、家族、近隣住民などの通報によるもの
よりもホームヘルパー、訪問看護師、ケアマネジャーな
どによるサービス提供時や定期訪問時の家庭訪問などで
多く見出されているように、ケアマネジャーのアドボケ
イト機能は、関係職種との綿密な情報交換や連携、自ら
の訪問調査などによって発揮されることを忘れてはなら
ない。
このことから高齢者虐待に関する在宅介護支援セン

ターの役割は、①地域における徹底的な実態把握、②民
生児童委員をはじめ、人権擁護委員、ホームヘルパー、
訪問看護師などとの効率よい情報交換や連携、③高齢者
本人に代わって権利擁護、危機介入による生活支援、④
地域のフォーマル、セミフォーマル、インフォーマルな
様々な資源や人を活用し、ア）予防ネットワーク、イ）
発見ネットワーク、ウ）介入・援助ネットワーク、エ）
見守りネットワークなどのサポートネットワークを形成
していくこと（12）が当面の役割として推進されなければ
ならない。

3．高齢者虐待をめぐる臨床的課題

　高齢者虐待へのケアマネジャーの支援は、高齢者虐待
が表面化している状態だけが主たる活動ではない。虐待
という問題が顕在化する前の潜在的、非意図的虐待にも
支援の視点を向けなければならない。すなわち、不適切
なケアという一連のグレーゾーンに働きかけることもケ
アマネジャーの大きな役割であろう。高齢者虐待という
当面の生命の危険性や生活の崩壊、人権の侵害を防ぐこ

とに最大のエネルギーを注がなければならないであろう。
従って、高齢者虐待における臨床的課題は、①虐待を
受けている高齢者を支援する方法の確立、②分離、保
護、シェルターなど緊急保護組織の確立、③ケアマネ
ジャーや訪問看護師、ホームヘルパーなどに対する虐待
介入・支援研修の推進、④民生児童委員などへの高齢者
虐待の発見・予防の研修、⑤高齢者の介護家族を中心と
する当事者組織の育成・支援、⑥権利擁護事業の強化・
拡充、⑦在宅介護支援センターの相談協力員に対する高
齢者虐待発見、支援の研修などが当面の臨床的課題とし
て挙げることができる。

4．高齢者虐待をめぐる政策的課題

　高齢者虐待という複雑な問題は、臨床的な場面だけで
解決されるものではない。社会構造的な政策や施策と対
応しながら取り組まれなければならない課題である。
「高齢者虐待防止法」の成立を契機に、ようやく国も高
齢者虐待の問題に取り組む姿勢を見せ始めた。このよう
に在宅介護支援センターや他の保健医療福祉機関の臨床
的取り組みだけでは困難な問題がある。
したがって、高齢者虐待をめぐる政策的課題として、
以下のような点が具体的に推進されなければならない。
①高齢者虐待防止連絡協議会の設立や市町村レベルの地
域ケア会議の推進・強化、②市民に対する高齢者虐待の
普及啓発活動の推進、③高齢者虐待ホットラインの設
置、④高齢者虐待専門相談員の育成、⑤高齢者虐待防止
ハンドブックの作成、配布、⑥保健・医療・福祉関係機
関用虐待防止マニュアルの作成・配布、⑦高齢者の家族
介護者に対するレスパイトサービスやリフレッシュ事業
の開催、⑧デイサービスセンターやショートステイサー
ビスの強化、拡充などが緊急に検討されなければならない。

おわりに

我が国の高齢者虐待に関する調査研究の特色は、第 1
に虐待調査の対象が直接の加害者や被害者でないこと。
第 2に、虐待調査は、保健医療福祉専門職への間接的調
査であるため、専門職の主観的な判断が入ること。第 3
に、調査研究の際に用いられる高齢者虐待の定義の分類
はウルフ（1689）の定義を微調整して作られたものがほ
とんどで、我が国の高齢者の扶養に関する文化や嫁や娘
が介護を行うという介護者の特色を踏まえて、独自に検
討されたものではないこと。第 4に、高齢者虐待の定義
については、共通のコンセンサスがないことなどが指摘
されている。（13）

しかしながら、在宅介護支援センターにおけるケアマ
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ネジメント実践の中で、高齢者虐待の問題は避けて通れ
ない課題でもある。平成16年 9 月に全国在宅介護支援
センター協議会は、『これからの在宅介護支援センター
のあり方』を発表し、①居宅支援事業者への指導・支
援、②介護予防サービスのコーディネーション、③要援
護高齢者の発見と支援・保護の 3つを挙げ、在宅介護支
援センターの機能強化のために①実態把握、②総合相談
支援、③介護予防マネジメントを挙げている。こうした
中で、各個別地域において、基幹型と地域型の在宅介護
支援センターの分担や連携に関する検討を継続して進め
なければならない。少なくとも在宅介護支援センターが
高齢者の総合的な生活支援の拠点として位置づけられる
ためには社会的な支援を必要とする虐待高齢者を早期に
発見し、インフォーマル、セミフォーマルサポートを含
め、様々な組織や専門職との連携が不可欠である。在宅
介護支援センターはこうした幅広い関係者のネットワー
クを構築し、効果的に活用しつつ、地域の様々なサービ
スによる包括的な支援を提供していくことが求められる。
さらに、虐待高齢者等の権利擁護までを含めた総合相

談支援や、個々の高齢者の生活機能をアセスメントして
介護予防プログラムを作成することなど、在宅介護支援
センターのケアマネジャーにはこれまで以上の高度な専
門知識と技術が必要となる。
このことを充分に意識してケアマネジメント実践が行

われなければならない。

（受理日　平成28年1月14日）
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Abstract
　　The Elderly Abuse Prevention Law was adopted on November 1, 2005, and come into force on 
April 1, 2006.
　　This is associated with the fact that the problem of elderly abuse has bubbled to the surface in 
recent years and be un to be re arded as a si ni cant social problem. iven this, uestions such as 
how home-care support centers, which handle living assistance for the elderly in a comprehensive 
manner, should respond to this problem and what can be done to relieve this problem through the 
practice and function of care management, which has come into being as a result of the establishment 
of the elderly care insurance system, demand urgent consideration.
　　The purpose of this paper is to compare the results of the research into the realities of elderly 
abuse at home, compiled by the Ministry of Health, Labor and Welfare, and those of the similar 
research that the author has conducted on in-home elderly people in Aomori Prefecture, review the 
function and roles of care management and identify challenges for the practice of care management.

Key words：Elder abuse, Care management, Home care services support center


